
専修ビジネス･レビュー(2009) VoI.5 No.i : 19-26

中国の貿易政策に関する考察
一自由貿易協定と公的貿易保険-

専修大学商学部小林　守

An Interpretation on the Trade Policy of Chinese Government for

Free Trade Agreement and State Trade lnsurance System

s｡nsh｡ University, S｡h｡｡1 ｡f C｡mm｡r｡｡ Mamoru Kobayashi

中国は国内の課題から対外政策を発想する国であるといわれる｡これは現在の通商･貿易政策についても適合する議論である｡

2001年のWTO加盟以降,中匡=ま外国輸入品および外国企業の直接投資に対し,国内市場を本格的に開放することになったが,同

時に自Ll製品,自国企業の国際市場への展開に対して強力な支援を本格的に始動させている｡例えば,中国企業の成長と国際化を推

進するために製品および資本の輸出を支援する役割を果たすことになる自由貿易協定(FTA FreeTradeAgreement)の締結を拡大

するとともに,輸出金融を国家予算によって補完する公的貿易保険制度を整備･強化している｡本稿は中国のこうした施策を整理分

析するものである｡

キーワード:自由貿易協定,公的貿易保険制度,国内地域振興,国内企業のグローバル競争力支援

The most outstanding measures of trade promotion by Chinese governmentare Free Trade Agreement and publicfinancialsupport

to export. 1もeformer is considered to be an economic stimulus forruralareas geographically facing neighboring countries such as

Thailand, Vietnamand I.dos. ne latter is, on the other hand, supposed to accelerateforeign direct investment and exportwitha large

scale by Chinese firms. ¶le article tries to interpretthe characterisdcs of the government's trade policythroughthe two measures.

Keywords : Free Trade Agreement, state tradeinsurance system, regional development, support for globalization of localcompany

1.はじめに

90年代から東アジアの経済を牽引してきた中

国の東アジアでの経済外交が活発化している｡す

なわち,経済発展により蓄えた経済力を活用し,

他国との経済連携,経済協力に積極的になってき

ているのである｡

中国は,よく国内の課題から対外政策を発想す

る国であるといわれるが,それは現状の国内の困

難な状況を国際的な契機によって転換し,成功し

てきた改革開放期の現代史的な成功体験に基づい

ている｡例えば, 1970年代後半までの計画経済

の非効率性を1980年代以来の外資導入により解

汰(市場経済化)し,また, 1990年においても

中国経済発展に対する栓櫓として残存していた国
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有企業の保護政策-の依存体質や地方政府の閉鎖

的かつ利己的な産業政策をWTO (世界貿易機

関)加盟という外圧を利用しながら,国内の抵抗

を抑えて改めていったことなどである｡このよう

に外的ファクターを利用した自己変革はおおむね

成功を収めてきた｡ 2001年のmO加盟以降は

中国企業の成長と国際化を推進するために製品お

よび資本の輸出を支援する役割を果たすことにな

る自由貿易協定(FTA: Free Trade Agreement)

の締結を拡大するとともに,輸出金融を国家予算

によって補完する公的貿易保険制度を整備してい

る｡本稿は中国のこの2つの政策動向を整理分析

するものである｡
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2.中国政府による自由貿易協定推進の背景

中国政府のmは近隣国とばかりのものでは

ないが,このうち,近隣地域である香港や東南ア

ジアとのmは国内経済開発との密接な関連が

ある｡

中国政府は発展が相対的に遅れている地域への

外資導入と経済発展を促進するために1990年代

末には｢西部開発｣ ｢東北振興｣を打ち出したが,

mは隣接する国･地域との関係を生かして,

各地域の経済振興をはかる政策となっている｡

例えば,香港とのmであるCEPA (経済緊

密化協定)やアセアンとのACm (Asean-China

孤)は中国南部の工業品輸出地域である広東省

を中心とする地域経済のための振興策である1)

(ハン其庄主編, 2004年)｡

香港が祖国中国に英国から主権返還となって以

莱,香港-マカオー広東の協調が進んだが,中国

の政府系研究機関により大きな推進力となった象

徴がCEPAであると位置づけられている｡国の

政府系の主要シンクタンクで構成されている中国

区域経済発展報告(2007年-2008年)編集委員会

は｢香港が主権返還された後,とりわけCEPA

が実施されて以来,補完システムが完全に整い,

広東省-香港の経済的協力関係は,その範囲と深

さに於いて順調に進捗するようになっている(中

略),グローバル化と地域経済の一体化は広東-香

港の経済発展の基礎になっており,補完的発展の

新しい方向を示している｣と評価している(戚･

景編, 2008)｡

以下ではCEPAとACmについて詳述する｡

3. CEPA (Closer Economic Partnership

Agreement :経済連携緊密化協定)

香港は外交･軍事は中国の主権下にある｢中国

の特別行政区｣という位置づけになっているため,

外国と結ぶ際に用いられるm(自由貿易協定)

という名称がつかわれていないが,内容は,

CEPA (Closer Economic Partnership Agreement)

が｢香港と中国｣版のmであることは明らか
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である｡ 2004年1月から本格的に開始している｡

従来から香港は｢自由貿易港｣であり,中国から

香港-の貿易については関税障壁がない状況(ゼ

ロ関税)であった｡ CEPAは香港から中国-の輸

出品のゼロ関税を目指すものである(馬･星

野, 1998)0

香港は英国から中国-の主権返還(1997年)

以降,経済の低迷が続いており,アジア通貨危機

(1997年～1998年)においてもヘッジファンドに

よる香港ドル-の投機的な売りがしかけられるな

ど,金融センターとしての地位にも陰りが出始め

ていた｡香港の地盤沈下は国際的にはもちろんの

こと,台湾との統一をにらんだ外交戦略上の政治

的価値(香港のように1国2制度は経済的繁栄を

損なうものではなく,台湾についても適用可能で

あるということ)を損なうことを意味する｡また,

中国のWTO加盟(2001年)により,香港や華

南地域にはそれまで他の地域に対して持っていた

相対的な優位性が薄れているという危機感の現わ

れがあった｡ CEPAはそうした香港およびその後

背地-の経済振興策としてのテコ入れであるとの

位置づけを広東省社会科学院は行っている2)｡こ

のため,単に関税のゼロ化のみならず,中国の外

資企業に対する制限業種の香港企業に対する参入

解禁の前倒し実施など,より広範な内容が含まれ

ている｡香港側は2001年末から中国との自由貿

易構想を提案し,約1年半というスピード協議を

-て2003年6月29日にCEPAの取り決め文書

に調印した｡

主な内容は(1)香港から中国に輸出する電機･

電子製品,アパレル･繊維製品など274品目の香

港製品に関するゼロ関税の実施(｢香港製品｣ -

香港における主要加工工程の発生,付加価値基準

FOB価格の30%などで対象を基準化), (2)非関

税措置の不適用, (3)アンチダンピング関税の不

適用のほか,中国がWTOで各国に約束したサー

ビス貿易分野(コンサルティング,広告等18

サービス業種)の開放において香港企業に対して

は先んじて認めるものなどである｡

関税の撤廃については,その後も毎年,その対

象品目を拡大しており, 2006年1月には1369品
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香港返還以来の香港一広東貿易の推移

年度 仞�ｧ｢�伸び率 俘�ﾖ�靫ﾉ8ﾉfh抗��ﾘ�ﾖ��(hﾙ��97冉h抗�３��

-15.5%

-9.2%

-1.0%

21.1%
5.4%

22. 7%

24. 6%

25.6%

20.7%

25.3%

単位:億ドル｡

出所:戚･景編(2∞8) p.1830

目にまで及んでいる｡一般のm同様,この

CEPAによる香港や中国への特定商品の輸出入の

拡大や香港企業のビジネスの拡大を誘発すると期

待された｡実際に中国側で最もCEPAの恩恵を

受けているのは広東省の珠江デルタ地域であり,

こうした地域へ進出している外資企業は香港企業

とともに広東省等での生産と貿易において便益を

享受した｡対象品目の拡大をうけて, 2006年の1

月～5月累計のゼロ関税適用品の輸出額は11億

1,700億香港ドルとなり,前年同期比の2.7倍に

躍進した｡中国側でも｢CEPAは広東一香港貿易

の推進力となっており, 2006年に広東が香港か

ら輸入したCEPA活用の貨物は3.2億米ドル

(対前年比28%増)で,ゼロ関税および優遇関税

の対象となって中国全土に輸入される製品の約7

割を占める｣と評価している(戚･景編, 2008)0

中国企業,香港企業のみならず,広東,香港に

進出している外資系企業も対中国輸出に関して幅

広くCEPAにより稗益されていると言える｡

4. ACFTA (ASEAN一中国自由貿易協定)

ACmは中国がASEAN全体と結んだmで

ある｡関税交渉を主体とし,枠組みの協定(協定

発改前の前倒し関税削減であるア-リーハーベス

ト等),物品の貿易,サービス貿易と段階的に交
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渉を積み上げていくプロセスを経た協定となって

いる｡双方とも発展途上国であるために, Gm

24条に厳格に整合を求められない授権条項に基

づいたmであることも協定締結が早くなった

要因である｡また,自国の都合で,一定限度内で

例外品目を設定できるmとなっており,家電

製品などの関税が当面はかなり高く,保護貿易的

であるのも特徴である｡

中国にとってACmも近隣地域内の経済活性

化を強く念頭に置いたmである｡アジア経済

危機の影響(1998年)やrr不況の影響(2001

午)を教訓とし,それぞれアジア域内の景気や米

国の景気-の過度の依存度を懸念したシンガポー

ルと中国との国境貿易が多いタイがこのmに

対して積極的であった｡タイについては1990年

半ばから通貨危機までの間,タイ経済の発展に伴

いタイ東北部-ラオス-中国雲南省国境地帯に一時

｢バーツ｣が流通し, ｢バーツ経済圏｣が形成され

るなどこの国境地域の物流の地域的リンケージが

形成されていたという背景もある｡これはその後,

中国の人民元が流通する｢人民元経済圏｣に変

わったが,中国一タイ経済の融合現象が起こって

いた地域である｡

約10%で成長を続ける大市場である中国とタ

イアップしてメリットをとることでは他の

ASEAN諸国も一致しており, mを通じた多国
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間協力のもとに中国経済と連携を求めたものであ

る｡多国間協力のおもな例としては,アジア協力

対話,メコン河地域開発協力会議,新･アジアハ

イウエー構想などがある｡

陸上国境の画定や輸送ルートの開発,河川利用

権の画定など具体的な交渉の必要性があったこと

もACmの推進の追い風になった｡ ACmに

は,一大農産物輸出地域であるASEANを意識し

て農産物をメインにしたア-リーハーベストを含

んでおり,日本一ASEANのEPA交渉があっても,

農産物に対して,譲歩を行わなかったことと対比

すれば,相対的に魅力のあるmである｡これ

も推進が順調に行われた背景である｡

この他にACmは実質的に密貿易が横行して

いる国境隣接国との貿易(タイ,ラオス,ミャン

マー,ベトナム)を正規の貿易に引き出すのが狙

い,という意見やメコン川は上流の雲南省に大規

模ダムを建設しており,水量の調節はこのダムに

握られているため,水量供給と河川物流で中国と

の協力は不可欠である,という中国とASEAN側

の必要性もある(竹田, 2005および吉野, 2005)｡

これはメコン開発など,西部開発の一部と関

わっている｡また汎珠江デルタ協力会議(9省会

読)の一部にも関わってくる｡南寧でのASEAN

との交流会･交易会も定例化し, ASEANと物理

的に接している諸省･自治区にはメリットが生じ

ていると考えられる｡このように｢ACmは華

南地域や南西部内陸地方-便益をもたらすもの｣

なのである(竹田, 2005および吉野, 2005)｡

トラン･ヴアン･トウ(2007)は中国がACm

交渉開始に際して,メコン川流域開発への500万

ドルの援助,南北回廊整備,昆明-バンコク間の

十十. :._I-'

中国一インドシナ国境地域周辺の協力プロジェクト

高速道路建設費用の3分の1負担をコミットした

ことを指摘し,中国が並々ならぬ決意でACm

の推進を図ったことを指摘している｡

ACmは農産物や一次産品では次第に実質的

な効果を生んでいる3)｡タイはメコン川を通じて

乾燥竜眼,ゴム,自動車用タイヤを中国に輸出｡

他方,中国はタイに対してリンゴ,ナシ,木材,

玉ねぎ,にんにくを輸出している｡特にア-リー

ハーベストで中国産のニンニクがタイに,タイ産

の果物が中国に多く,輸入されている｡また,カ

ンボジアに対する直接投資のうち中国によるもの

が半分以上を占めており,カンボジア経済へのイ

ンパクトは大きい(吉野, 2005)｡

ASEANへ中国の家電メーカー等の直接投資を

促進するという｢走出去｣の政策の後押しという

意味合いもある｡中国のWTO加盟後,以前にも

増して,中国内での家電等の過剰供給状態が明ら

かになっており,それを解消し,これらのメー

カーによる価格競争と消耗戦を避けるためにも家

電メーカーのもつ供給能力を国外に出す必要が

あった｡これは中国国内でのこれらメーカーの生

産コスト上昇を抑えることにもつながり,中国輸

出入銀行なども海外投融資により積極的にバック

アップを行っている｡

もともと安全保障上の対中国防衛網として設立

されたという出自をもつASEANと中国がこの地

域における新しい貿易･投資構造の構築に際して

主導権を握りつつ,自国の辺境地域の開発にも刺

激を与えようとするのがACmへの期待となっ

ている｡兵家(2007)は台湾の南向政策4)-の牽

制という政治的意味合いを指摘している｡

中国は政治的な意図をベースにしつつも,政治

懸案 儺ｹwi�ｲ�関係国 

陸上国境確定 唸7�6x6�8�ﾙ(hﾙ�ｭH,ﾈ��.にfh更ｭhﾅx,ﾉJﾙ5r�中国,ベトナム 

メコン川輸送ルート 唸48986�5h6�-h,ﾉfh更8ｸ�ｸ6x,ﾈｦﾙ]ｸ,�.h.�(hﾙ�>�zB��>ﾂ�中国,ラオス,タイ, 

共同開発 傲りﾔﾉ�ﾉ�9��齪��ｾb�,h,ﾈ��仂h,ﾈ�8�ｩ/�ｹ��ミャンマー 

イラワジ川輸送ルー 唳>ﾈ4�5x4�-h,ﾈ4�4�5ｨ5�,ﾈﾏ越h峇�中国.ミャンマー 

卜利用権 唸48986�5h6�-h,ﾉfh更8ｸ�ｸ6x,ﾈｦﾙ]ｸ,�.h.�(hﾙ�>�zB��>ﾂ�

省,広西壮族自治区)との加工業の市場提供 

資料:中野編著(2001)0
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大国ではない国々で構成されるASEAN,特に大

陸部のASEAN (タイ,ベトナム,ミャンマー,

ラオス)と自国の辺境部の経済をメコン河開発,

南北回廊開発とともにACmで補完･振興し,

そのことによる効果で経済格差縮小という国内政

治の課題の解決を進めようとしているのである｡

5.中国の公的貿易保険制度の

背景と実施体制

他方,中国企業の輸出を金融面から後押ししよ

うとする貿易上の施策が政府財政を活用した公的

貿易保険制度である｡

中国は公的輸出信用機関として,中国輸出信用

保険公司(Sinosure)と中国輸出入銀行(Export-

Import Bank of China)が存在するが,そのうち

公的貿易保険を提供するのはSinosureである｡

他方,中国輸出入銀行は海外輸出金融,投資金融

等のいわゆる｢出･融資｣を担っている｡いずれ

も政府全額出資の組織であり,政府の輸出支援体

制としては日本の場合で言うと日本政策金融公庫

に属する国際協力銀行　OBIC)と独立行政法人

日本貿易保険(NEXI)に相似する｡

Sinosureはそれまで,中国輸出入銀行(1994年

設立)が担っていた貿易保険を移管するた

め, 2001年に設立したものである｡歴史的には

1986年に公的貿易保険機関である中国人民保険

公司(People's lnsurance Company of China:

PICC)が輸出保険部門を設立し, 1988年に輸出

貿易保険業務を開始していた｡その後,中国輸出

入銀行が1994年に設立した輸出信用保険部門と

2001年に統合されたPICCの輸出保険部門と中

国輸出入銀行の保険事業部をSinosureに移管･

統合したものである｡

なお,日本の輸出入銀行(国際協力銀行)と中

国輸出入銀行の輸出信用については大きな違いが

ある5)｡すなわち,中国輸出入銀行にはバイヤー

ズ･クレジットのなかには, ｢優遇バイヤーズ･

クレジット｣というものがある｡これは,通常の

バイヤーズ･クレジットよりも低金利,長い返済

期間を供与するである｡同行の優遇借款部(Con-

cessional Loan Department)が担当している｡両

者の違いは,優遇借款は人民元建てであるが,倭

遇バイヤーズ･クレジットはドル建てである点に

あり,中国輸銀はこの2つを使いわけている｡優

遇借款の借入人は政府や政府機関であることが多

いが,優遇バイヤーズ･クレジットの借入人は相

手国の銀行である場合もある｡

Sinosureは現在,短期輸出保険,中長期輸出

信用保険,投資保険,保証及び国内信用保険の業

務を行っている｡財務省の管理下にあるが,貿易

に関係する関係各省が連携して, Sinosureの経

営原則･方針(含むプレミアム制度の設計と調

塞)を管理している｡活動原資は政府からの出資,

政府からの融資,保険加入者からのプレミアム,

回収金等である｡

日本のNEHも政府全額出資であり,政府から

の融資,保険加入者からのプレミアム,回収金等

が活動原資であり,似ているものの, NEXIはも

ともと旧通産省(現･経済産業省)貿易保険課の

機能が分離独立したものであり,現在にいたるま

で経済産業省が監督官庁になっている｡こうした

指揮命令系統において日本は中国とは異なる｡中

国Sinosureは中国財務省の管轄であり｢中華人

民共和国対外貿易法第53条｣のもと,中国政府

の外交方針及び産業政策,金融政策に応じて中国

の輸出及び対外投資の活性化を行うことが明確に

なっており,最近は特にハイテク,高付加価値の

資本財の輸出を促進するため輸出信用保険の提供

を重視するなど,政府の産業政策,貿易政策の

｢実施機関｣としての活動をすることが強く求め

られている｡リスクカバー期間が2年未満の短期

保険とそれ以上の中長期保険を行っているところ

は日本のNEXIと同じであるが,海外華僑の中国

に対する投資保険を提供しているところに大きな

特徴がある｡主に香港,マカオ,台湾の投資家に

よる中国本土への投資を促進することを狙ったも

のである｡

6.中国の公的貿易保険制度の運営実態

Sinosureは国有企業ではあるものの,中国企
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業の海外展開を推進する中国政府の｢出走去｣

(中国企業の輸出と海外直接投資を促進するこ

と)政策に呼応して,民間企業の貿易,海外投資

への付保を積極的に拡大している｡ただし,短期

の保険についてはドイツのミュンヘン再保険会社

等が民間の再保険契約を通じて関与しており,全

案件が政府により支援されているわけではない｡

但し,国益に密接にかかわる輸出案件については

中華人民共和国対外貿易法第53条に見られるよ

うに外交上･産業振興上の配慮のもと,個別のリ

スク要因に必ずしも厳密にとらわれずに政府予算

に基づく公的輸出保険制度による付保を行ってい

ると考えられる｡図表3は中国のSinosureが貿

易保険を付保しているアフリカの案件の事例であ

る｡

Sinosureは中国輸出入銀行の輸出金融に対す

る信用保険として,同行の融資を成立させるため

の借入人の信用補完を行っているケースがよく見

られる｡特に借入人が政府系機関や政府そのもの

であっても,その国がリスクの高い国である場合

では, Sinosureの付保が求められる｡図表3の

例もそのひとつである｡

このようにSinosureは国家のリスクに応じた

対応を行っている｡ Sinosureでは対象国をカン

トリーリスクの程度に応じて9段階に分類してい

る｡リスクが一番高いランクに入った国に対して

は保険を供与しない｡現状でのバイヤーズクレ

ジットは,国家リスクが中レベル以上のバイヤー

に対して,保証を必要としている｡実際には国ま

たは地方政府の指示があれば,政策的にリスクの

高い国に対しても料率を低減する場合がある｡

また輸入者(バイヤー)の信用リスクを見極め

るに際してはそのリスクレベルに応じて10段階

に分類している｡ Sinosureが有するデータバン

クには,約42万社の海外企業の情報･データが

あり,ミュンヘン再保険会社など50数社の海外

～..ミ､､,

中国輸出入銀行とSinosureによるアフリカ支援(アンゴラの事例,一部)の例

プロジェクト名 仞�ｧ｢蔚9iﾉ¥H6�8ｲ��

ルアンダ鉄道リハビリ(444km)(フェーズー) 涛��

ルアンダ送電網拡張.リハビリ(フェーズ1) ��R�

ルパンゴ送電網リハビリ ��R�

ナミベおよびトムポア送電網リハビリ �#R�

通信関連プロジェクト 碑�ﾄ��

出所: JICA PHot Study for Project Formation of lnforstructure Projects for Post-Conflict

Assistance to the Republic of Angla, JICA. June, 2009, p. 8.

｢｢｢
Sinosureの輸出信用保険審査項目

カテゴリー 俘�m｢�

マクロ経済リスク 唳�ﾘﾟHｬ(ｺｲ��ﾘﾟH*�.x,ﾈ5H7ﾈ�ｸ6y9��
･経済環境 

商業リスク 唸ｼh､Y<��ｲ��i���
･事業の競争状況 

･財務状況.資金力 

･販売及び顧客の状態 

･仕入れ及びサプライヤーの状態 

･企業の得た資格.ランク付け等の状況 

･与信期間の長さ 

･担保者の信用リスク 

･リスクカバーの範囲 

･取引.プロジェクトの商業リスク 

･補助的な担保条件 

出所:三菱総合研究所(2∞9)0
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パートナーと情報交換や調査の方面で提携してい

る6)｡民間企業である輸入者ランク付けおよび案

件のリスク判断には下記の審査項目を考慮する｡

7.まとめに代えて

公的貿易保険体制は先進国特に欧州にその起源

をもち,次第に米国,日本そして各国に広まった

輸出振興の制度の1つであった｡これまで,国の

産業振興･貿易振興に関わる政策の忠実なツール

であったが,世界的な貿易自由化の潮流にあった

が,先進国,具体的にはOECDの中心的加盟国

においては公的貿易保険制度において国家の関与

を極力限定するようなルール作りが進められてき

た｡例えば,日本でも公的貿易保険体制の一部民

間への開放がなされている｡欧州をはじめとして,

公的貿易保険に民営化-の改革の動きが起こって

きている｡

他方,これとは対照的に中国など輸出競争力の

ある製品を持ち始めた国々では,たとえば中国7)

のようにしっかりと国の政策を実施するツールと

して貿易保険を運営していくための体制が,強化

されている｡特に中国の場合,自由貿易協定に見

られるように国家主導の地域振興策が貿易を挺子

として構想されており,同じように公的貿易保険

制度も経済成長に伴い,外資企業との競争力にも

次第に自信をつけてきた国内企業を世界市場の場

で支援してゆこうとする国内経済対策としての様

相が強く表れている｡

注

1) CEPAは香港経由するものについては活用されている

が,その使い方としては｢中国で設計,検査,製造

の一部等の工程を行い,香港で付加価値工程をこな

して香港製品として扱われるようにする｣というよ

うな使い方の事例がある如く,城内で分業工程を設

け,域内創出の付加価値を発生させながら,活用し
ている｡他方,企業は香港の洋上の船舶間等で積み

替えし,香港域内に持ち込まない中国への輸入荷物
については域内付加価値の創出がなされないため,

cEPAを活用していない｡香港に本社をもちながら珠

洲に製造工程や事務処理の会社をおき,中国での優

遇制度と合わせて香港のCEPAの優遇措置を活用す

る｢made by Hong Kong｣ (香港で企画,デザインな
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どを行い,それに基づいて中国域内(隣接する広東

省内等)で製造し,第三国に輸出する製品のこと)

という手法は今も健在である｡

2)広東省社会科学院は広東省政府のシンクタンクであ

り,広東省の経済政策決定に大きな影響力をもって
いる｡

3)フィリピンでは逆にバナナなどに対して中国が非関

税障壁を設けており, ACmは実質面でフィリピン

にとってメリットが少ないとの議論がある｡

4)フィリピンなど近接するASEAN諸国と経済連携を深

めようとする政策｡ 1990年代後半の李登輝総統時代

から提唱されているもの｡中国に台湾企業の投資が

集中しすぎないように,また,そのことによって,

台湾に製造業拠点が少なくなり,いわゆる｢空洞

化｣しないように企業をけん制するための当時の国

民党の対外経済政策である｡

5)国際協力機構専門家インタビュー(2009年7月)0

6)ミュンヘン再保険会社へのインタビュー(2006年12

月)による｡

7)中国では公的な支持部分を残しつつ,貿易信用保険

の実施機関である中国輸出信用保険(Sinosure)自体

の経営は民間の持ち分が増えている｡

参考文献

中野実編著(2001) 『リージョナリズムの国際政治経済

学』学陽書房, pp. 116-132｡

ハン其庄主編(2004) 『新的増長極一東北振興戦略』中共

中央党校出版社, pp. 48-89｡

馬洪･星野進保編著(1998) 『香港回帰后的華南経済発展

与東亜経済関係』 CDI Commercial Publishing Co., pp.

223-242｡

威本超･景体華編(2008) ｢中国区域経済発展報告(2007

年～2008年)｣ p. 183｡

竹田いさみ(2005) ｢ASEANに影響力強める中国｣ 『東

亜』 No. 456, pp. 10-21｡

吉野文雄(2005) ｢ASEANと中国の経済的距離｣ 『東亜』

No. 456, pp. 22-28｡

トラン･ブアン･トウ･松本邦愛編著(2007) 『中国一

ASEANのFTAと東アジア経済』文民堂, pp143-1780

実家陽一(2007) ｢中国のFTA戟略｣浦田秀次郎･石川幸
一･水野亮編著『FTAガイドブック』 JETRO, pp134

-140｡

広東省社会科学院(2005) ｢CEPA与大珠三角経済一体

化｣景体華編著『中国区域経済発展報告2004年～
2005年』社会科学文献出版社, pp. 181-192, pp. 278-

290｡

日本経済新聞朝刊2008年5月13日第24面｡

大江志伸(2005) ｢域内安定の保険としての新日中論｣

『東亜』 No. 461, pp. 41-440

小林守(2009) ｢先進国の公的貿易保険制度における公的

支持と民間保険会社-日欧の公的貿易保険制度にお

ける官民の『役割分担』を中心として-｣ 『専修大学

商学論集』 7月｡

三菱総合研究所(2004) ｢発展途上国による輸出信用条件

に関する調査研究｣経済産業省委託調査, 3月｡

三菱総合研究所(2007a) ｢貿易保険分野における再保険

市場等に関する調査｣経済産業省委託調査, 3月｡



専修ビジネス･レビュー(2∞9) Vol.5 No.1

三菱総合研究所(2007b) ｢発展途上国の貿易保険制度等　　　　る調査研究｣経済産業省委託調査, 3月｡

輸出信用制度等調査事業｣経済産業省委託調査, 3月｡　三菱総合研究所(2009) ｢輸出信用機関(ECA)のバイ

三菱総合研究所(2008) ｢発展途上国の貿易保険制度等輸　　　　ヤープレミアム制度に関する調査｣経済産業省委託

出信用制度が与える我が国への影響と対応策に関す　　　　調査, 3月｡

26


	No.1_Part21
	No.1_Part22
	No.1_Part23
	No.1_Part24
	No.1_Part25
	No.1_Part26
	No.1_Part27
	No.1_Part28.pdf



